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研究ノート
世界恐慌下のイギリス系「多国籍」
　　　企業の展開と国際カルテル
一ユニ・リーバ，コートールズ，I　C　Iの事例から一
杉　崎京太
1　はじめに
　本稿の課題は，戦問期，とりわけ1930年代におけるイギリス企業の「多国
籍」的展開の特徴を，ヨーロッパを中心とする国際カルテルとの関わりにお
いて考察することである。すでにわれわれは，この時期のイギリス「多国籍」
企業の活動の事例を，ユニ・リーバ社，I　C　I社，コートールズ社について
紹介してきた（1）。それらは主に個別企業の発展史として，海外事業の展開を
跡づけようとするものであったが，30年代の世界貿易と投資活動に大きな影
響を与えていた国際カルテルについては十分ふれることができていなかった。
したがって本稿では，これら三社の事例に限定して，イギリス系「多国籍」
企業が，30年代の国際カルテルによる規制といかなる関連をもって展開して
いたか，という点について考察していきたい。その意味するところはおよそ
次のような点にある。
　まず第一に，「多国籍」企業の比較生成史における，イギリス型の特徴を
解明する一助になるという点である。あらためていうまでもないが，近年の
「多国籍」企業研究は，その歴史的生成過程を視野に収めようと努めており，
ひと昔前のアメリカ型「多国籍」企業論に対置されるところの，ヨーロッパ
型についての考察を一つの重要な課題としている。その間の事情について，
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たとえばジェフリー・ジョーンズは，第一次大戦前から第二次大戦後にいた
るイギリス系「多国籍」企業の生成と展開についてのスケッチを試みている！2）
すなわち第一段階では，親会社の集権的管理が十分なされず，在外子会社が
かなりの程度の経営上の自立性を保持していた。しかしこの段階では「多国
籍」企業（「　」は筆者による。以下同様）としての経営組織を確立できて
いなかったため，本社と子会社の統一を欠き，経営的にも困難に逢着した。
第二段階では，より集権的な「多国籍」的経営組織が形成された。しかし，
戦間期のイギリス系「多国籍」企業では，その数は限られていた。第三は
「グローバル企業」としての展開がなされる段階である。海外子会社が孫会
社をもつと同時に，生産をめぐる意思決定も世界的視野へと拡大する。しか
しイギリス系「多国籍」企業においては，このような「グローバル化」にお
いてもストッポードやターナーによってその遅れが指摘されているというの
がジョーンズの述べるところである。
　いうまでもなく，ジョーンズのイギリス系「多国籍」企業発展段階説は，
アメリカ系「多国籍」企業の高度な段階的経営組織の形成との対比を通じて
展開されていた。その際重要なことは，イギリス企業の中にあるカルテル指
向的特徴がその「多国籍」的展開の中で持った意味については，競争制限的
として一般的にはふれながらも，必ずしも十分には説かれていないという点
にある。戦間期のイギリス系「多国籍」企業の展開に際して，重要な市場要
件となったカルテルが及ぼした意味についての探究が，不十分であると言わ
ざるをえないのである。
　この点は，研究の意義の第二点としての，戦間期，とりわけ1930年代の時
期の世界経済において国際カルテルの果たした役割の解明の問題にもかかわっ
てくる。大企業による海外事業活動の展開に際して，国際カルテルの存在は
いったいどのような意味をもったのか。この点を捨象した米・英「多国籍」
企業の比較生成史は，歴史性を欠いた単純な形態比較にとどまらざるをえな
いとさえ，いいうるにちがいない。なぜなら，第二次大戦の前と後とでは，
ヨーロッパを中心とする国際カルテルの存在をめぐり，市場構造が基本的な
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変化をとげているからである。それゆえ，国際カルテルによって補強された
市場構造の内部で成長した「多国籍」企業と，それを打破ろうとする競争的
戦略の中で成長した「多国籍」企業とを，歴史的規定を抜きに比較すること
は自ずと無理が生ずると考えられるのである。それにしてもいったい，「国
際カルテルは，『多国籍』ないしは『超国籍』企業の拡大を容易にしたのか，
あるいは制限したのだろうか」（3）というヘルガ・ナスバウムの問いには如何
に答えるべきであろうか。ナスバウムも，自ら揚言した問いに対して十分に
答え得ていないといってよい。むしろカルテル効果と他の要因を分けること
が難しいという理由から，答えを自制してしまっているのである。
　さて以上のような研究史の状況を見るならば，国際カルテルをめぐる市場
構造が，戦間期の多国籍企業の展開にもたらした効果を探究する意義につい
ては，ある程度確認ができたといえるであろう。本稿は，この難問に立ち向
かうに際し，ごく限定された事例ではあるが，その中に見られる特徴の検討
をつうじて，問題を考察する端緒をえようとするものである。紙幅の関係も
あるので，ここではイギリス商務省の一次資料をもとにスケッチを行うにと
どめ，より実証的な考究は別稿で行うことにしたい。
2　ユニ・リーバ（UniIever）社の事例（4）
　ユニ・リーバ社は，オランダのユルゲンス（Jurgens）とバン・デン・ベ
ルグ（van　den　Bergh）社の1927年の合同と，1930年のイギリス・リーバ・
ブラザーズ社（Lever　Brothers　Ld．）との合同によって成立した。同社は19
37年12月31日に同権化協定（Equalisation　Agreement）を結んで利益の共同
プールを実施したが，ほぼこれと平行して組織の再編成を行い，イギリス帝
国圏をイギリス・リーバが，原料から製品生産・販売流通の各段階にわたっ
て統轄し，ヨーロッパ・アメリカ・南アメリカ・アジア地域はオランダ・リー
バの管轄とした。同社は金融的には高度に統合されていたが，製造企業とし
ては非組織的で，600に及ぶ子会社が並存していた。マーガリンと比べてと
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りわけ“のれん”の効果の大きい石鹸においては，吸収合併される前からの
ブランドがそのまま存続し，子会社相互間の競争も激しかった。同社は30年
ρ合同以来，トップ・マネジメントに，資本支出，新製品の販売計画や主要
な人事権を集中する改善を行ってきており，子会社や工場の整理・統廃合を
進めてきてはいたが，その膨大な子会社群の全面的な再編には，大きな懸隔
があった。このように，ユニ・リーバ社の場合は，同社自体が市場分割に基
礎をおく国際トラストとも言うべきものであって，その内部で金融的統合の
強化と経営組織の統合再編が漸進的に進められたのである。
　さて，このユニ・リーバ社の場合には，その「多国籍」的展開と国際トラ
ストは一つの組織内で進行したが，その特徴は以下のような点にあった。
　第一に，その「多国籍」的展開と国際トラスト形成が車の両輪として機能
した点である。同社では原料が貿易を通じて供給される一方で，製品生産は
消費地内において行われるのが原則であった。いうまでもなく連合アフリカ
会社（United　Africa　Co．）がその原料供給の中心的商社であったが，その
一方で，消費地生産は各国の子会社を通じて行われていたわけである。商務
省のレポートによれば，製品が輸出される唯一の例外はインド向の場合だけ
であったという。トラストの形成による市場分割は単に過度の競争を制限し
て利益を確保するためだけではなく，むしろ為替管理・関税障壁という経済
のブロック化や二重課税に対応するうえで，極めて重大な意味を帯びていた
のである。ユニ・リーバ社の場合，まず金融面の統合が重視された理由もそ
の点にあったといえるであろう。
　このことは同社の「多国籍」的展開効果が，利益の分配やトランスファー
・プライシングを通じて効果的に行われたことも意味していた。恐慌時にお
いてそれはリスク分散の効果をもたらしたが，第二次大戦勃発に際しては，
ただちにそのオランダの金融資産を南アフリカの会社に移転させることを可
能にしたのであった。
　第二に，組織管理面での相対的な遅れは，競合企業の参入をもたらした。
ヨーロッパではドイッで1929年に，三十数社の油脂・マーガリン企業を統合
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して結成されたシンジケートが，ほぼ唯一のアウト・サイダーであったが，
アメリカ企業のP＆G（Proctor　and　Gamble）社は，イギリス国内でトマス
・ヘドレイ（Thomas　Hedley＆Son）社を買収しただけでなく，世界各地
に展開して競合した。P＆G社との競合は，ユニ・リーバ社自身のアメリカ
での経験とも相侯って，マーケティングや組織戦略建て直しの重要な契機と
なった。しかし他方で，P＆G社自体もこの時期には，熱帯産原料や鯨油の
調達面で，ユニ・リーバの子会社に依存するという弱点も合わせもっていた
のである。
　1938年にユニ・リーバの会長は，石鹸売上高に関して，イギリス帝国内で
その5割，また他の地域でも約11％を占めたと推計している。このような展
開が，まさに国際トラストとしてのユニ・リーバの形成を通じてはじめて可
能であったことは，またいうまでもないことであろう。
3　コートールズ（Courtaulds）社の事例（5）
　コートールズ社は，イギリス・レーヨン産業の雄であり，アメリカ・カナ
ダ・フランスに子会社を，ドイツ・イタリア・スイスに工場，その他各地に
販売会社をもっていた。イギリス国内のビスコース系の75％とスフの100％
を生産していたとされる。イギリス国内には，この他，ブリティッシュ・セ
ラニーズ（British　Celanese）社がアセテート・レーヨン生産を行い，カナ
ダとアメリカに子会社をもち，ドイッのI　Gファルベン系の工場にも出資し
ていた。イギリス国内市場には，この他に，ドイッやずランダ企業の子会社
や，イギリス人による独立企業も少数存在した。
　192弓年から29年にかけて，ヨーロッパのレーヨン企業間での提携や協定が
活発化した。これは技術革新の進行とともに，価格競争が激化したことによ
るものであったが，国内市場の保護を目的にしながらも，同時に製品の分類
・規格を設定することで各企業の専門領域を画定しようとする目的をあわせ
もっていた。主にドイッ企業が，その中心であった。1929年にオランダのエ
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ンカ（Enka）社は，ドイツのグランツシュトフ社（VereinigteGlanzstoff－
fabriken　A．G．）と普通株の交換と重役交換による資本提携を行い，自らは
A　K　U（Algemeene　Kunstzijde　Unie・N．V．）とした。両社の資本提携は，
価格競争排除を目的として掲げ，コートールズ社とイタリアのスニア（Snia
Viscosa）社の連繋もこれと関係したため，一連の国際的資本連鎖が形成さ
れることになった。しかし，商務省資料では「金融的にも連繋する企業間に
おいて，多数の特許や製法に関する協定が存在すると考えられる。しかし，
具体的情報はない」とされている。これについては，すでに別稿でも述べた
ように，主にイタリアからの対米輸出を規制する措置がとられた点を指摘す
るにとどめよう。
　イギリス国内においては，30年代に入って価格切下げ競争が続いたが，19
39年に至ってようやくコートールズ社とブリティッシュ・セラニーズ社が緊
密な連携を唱え，包括的な価格協定が成立した。ブリティッシュ・エンカ社
も，41年には競争企業との関係が良好であることを強調した。
　この間の事情は，別の機会にさらに深く検討することになるが，レーヨン
国際カルテルは，イギリス国内市場に対しては必ずしも競争制限的作用をも
たらさなかった。しかし，アメリカでは保護関税とも相侯って，子会社ビス
コース社（American　ViscoseCompany）のプライス・リーダーシップを維
持する効果をはたすことになった。その点から見るならば，ここでも国際カ
ルテルは，コートールズ社の「多国籍」的展開を補強する役割をはたしたと
いえるのである。
4　1C　l（lmperiaI　Chemical　Industries）社の事例（6）
　I　C　I社の事例を検討すると，同社の製造する化学製品の多様さに由来し
て，国際カルテルとの結合も複雑な様相を帯びてくる。ここでは主要な事例
をスケッチすることを通じて，今後の考察へのステップとしたい。
化学工業における国際カルテル・トラスト形成の歴史は古い。まず爆薬に
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ついてであるが，1886年にはノーベル・ダイナマイト・トラスト（Nobel　Dy－
namite　Trust　Co．）がイギリス・ドイツ・英植民地企業により組織された。
その後，フランス・スイス・スペイン・イタリア企業によるS　C　D（Societe
Centrale　de　la　Dynamite〉の設立されるに及び，両トラストは市場分割を
行い，それは第一次大戦まで続いたのである。大戦後，ノーベル・インダス
トリーズ（Nobel　Industries，Ltd．）社は特許や製法をめぐり，アメリカの
デュポン火薬（Dupont　Powder　Co．），ドイッのDynamit　A．G．及びK61n
RottweH　A．G．と国際協定を結び，市場分割と競争の制限を行っていた。
　アルカリに関する国際協定も，大戦前にさかのぼるが，ここでは30年代の
協定について瞥見するにとどめよう。
　1920年代の世界のアルカリ市場は，ほぼ次のように分割されていた。すな
わち，I　C　Iは英帝国圏，ベルギーのソルベイ（Solvay　et　Cie．）がヨーロッ
パを，アメリカのアルカリ輸出組合（Alkali　Export　Association，ALKASS
O）がアメリカを受持ち，残余の市場はイギリスとアメリカが7対3の比率
で分割するというものであった。
　しかしこのイギリス・ベルギー・アメリカの三分割体制は，ソ連の国営ア
ルカリ輸出機構（Sojuspomexport〉によるヨーロッパ・イギリス・アジア向
輸出の増加のため，再編を余儀なくされた。あらためて1934年に協定が結ば
れ，ソ連からは，I　C　Iとソルベイに対してのみ輸出を行い，ソ連に対して
は年£9万ずつ，I　C　Iとソルベイ（及びそのドイッ関連企業）が負担する
こととなったのである。
　I　C　Iをめぐる国際協定の最大のものは，周知のようにI　C　I－Dupont
特許・製法協定であったが，ここではとりあえず，商務省の公文書に限定し
て，その実態の概略についてスケッチしておきたい。30年代におけるもっと
も包括的な協定でもあるので，若干細かい点についてもふれておこう。
　大戦後の1920年にDupontは，I　C　Iの前身のノーベル社に，現在及び
将来にわたり，ヨーロッパ・アジア・アフリカ・オーストラリア地域での爆
薬に関する特許を独占的に与える協定を結んだ。ノーベル社はこれに対する
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見返りとして，同様の特許の独占をアメリカ・メキシコ・グァテマラ・ホン
ジュラス・ニカラグァ・コスタリカ・パナマ・コロンビア・ベネズエラにつ
いて許すこととした。大戦後の，特許を媒介とした一連の市場分割協定はこ
こに女台まる。
　1920年の4月には，南アメリカ・プール協定が結ばれ，チリを除く南アメ
リカ地域での両社の販売利益をプールし，対等に分割することになった。
　1921年C　SAE（Compania　Sud　Americana　de　Explosives）がチリに設
立され，チリの商用火薬の製造・販売にあたることとなった。当時チリ市場
のシュアを15％ほどもっていたAtlas　Powder　Co．に15％の株を与え，残
りをノーベル社とDupont両社が分割したのである。
　また，カナダ及びニューファウンドランド地域においても，ノーベル社と
Dupont両社間の競争を停止するために，C　I　L（Canadian　Industries　Ltd．）
を通じて同地域の販売を行う決定がなされた。
　その後1925年には，ヨーロッパでの軍用火薬の販売をめぐり，Dupont社
はニトロセルロース火薬，ノーベル社は三価ニトロとニトログリセリンに優
先権を与える製品別市場分割も行っている。
　この他，ノーベル社37．5％，Dupont37．5％，I　Gファルベンの子会社の
DAG（Dynamit　Aktiengesellschaft）が25％の出資をして，イギリスにE　I
L（Explosive　Industries　Ltd．〉を設立し，チリとボリビアを除く南アメリ
カ地域への爆薬輸出を取り扱うと同時に，上記の資本持分に応じて輸出量割
当も行ったのである。
　これら製品ごとの細目にわたる協定は，1929年にはI　C　IとDupont社
による包括的協定によって，とってかわられることとなった。同協定では，
火薬・アルカリ・レイヨン・セロファンといった，すでに他の協定が結ばれ
ていた製品を除く全製品に関して，カナダとニュー・ファウンドランドを除
くイギリス帝国圏をI　C　Iの，アメリカと中央アメリカをDupontの独占
地域とし，カナダ地域についてはC　I　Lを通じた共同販売を行い，他の地域
については特別の取り極めを行うこととしたのである。これは，製法特許の
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交換という条件と結びついていたため，“1929年特許・製法協定”とよばれ，
10年問にわたって効力をもつことになった。その後1939年には，あらためて
ほぼ同様の内容により協定が更新され，アメリカ司法当局によって告発され
るまで続いたのであった。
　以上のように，大戦前以来のカルテルに親和的な化学工業特有の環境のた
め，I　C　I社の場合には，合同成立以前から国際カルテルヘの様々な干与が
みられたのである。ここでふれた例はその中の一部にしかすぎないが，30年
代にはDupont社との包括協定を通じて，より総括的な市場分割と競争制
限が行われたのであった・このようなI　C　Iのカルテル活動において，その
「多国籍」的展開は，まさに市場分割のための実質的拠点としての役割を担っ
たといえよう。とりわけ非独占地域については，合弁形式による子会社が，
販売規制のエイジェンシーとして機能したのである。その意味で，「多国籍」
的活動と国際カルテルが整合的に連関して展開したといえるのである。
5　まとめにかえて
　以上三社の「多国籍」的展開と，国際カルテルによる統合の事例を，ごく
簡単にスケッチしてきたが，これらを通じて明らかになった論点について整
理しておこう。
　これら三社の「多国籍」的展開の態様はそれぞれ異なっていたし，国際カ
ルテルとの結びつきについても，それぞれの産業特有の性格を帯びていた。
したがってここでは，その地域展開の特徴をまとめておこう。イギリス本国
を中心に帝国圏リンケージ，ヨーロッパ・リンケージ，アメリカ・リンケー
ジという三つの主要地域との連関において整理してみると，ほぼ以下のよう
にまとめることが可能であろう。
　まず，ユニ・リーバ社の場合である。同社においては帝国圏リンケージは
極めて重大な意味をもっていた。いうまでもなく，イギリス本社としてのリ
バー・ブラザーズ社の依って立つ基盤だったからであるが，それは単に，製
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造業の原料調達基地と製品市場としての二重性だけでなく，西アフリカ沿岸
貿易においては，連合アフリカ会社による航路独占をつうじて輸送システム
を「内部化」するなど，太いネクサスを形成していた。そこでの基本的特徴
は，油脂製造企業としての性格だけでなく，商社や金融的持株会社としての
性格をもつなど多様性を帯びていた点にある。
　同社にとって，ヨーロッパ・リンケージとしてのオランダ本社との合同は，
帝国圏リンケージを保護・補強するだけでなく，原料調達における買手独占
を基礎に市場を分割し，実質的な競争を停止することで先進国市場における
価格を安定させるものであり，その上に立ってイギリス・オランダ本社間の
利益共同体が成立したのである。たしかにこの国際合同は，その「多国籍」
的展開を通じて，規模の利益と相互にノウハウや経営資源を移動しあえる優
位性をある程度発揮した。しかしそれも当初は，利益共同体そのものが主眼
であって，組織合理化は，むしろアメリカ・リンケージとの競合と相互浸透，
すなわちアメリカ市場での経験や，P＆G社のイギリスヘの逆進出のインパ
クトによって促されたとも考えられるのである。以上を要言すれば，独占的
ではあるが組織的には十分近代化されていない帝国圏リンケージヘの展開，
これを保護・補強するためのヨーロッパ・リンケージとの結合，さらにアメ
リカ・リンケージを通じての競争の激化により組織の近代化が促進されると
いった構造が，ユニ・リーバ社の事例には見られるのである。
　コートールズ社におけるリンケージ間の展開はかなり様相を異にしていた。
同社の場合は，帝国圏リンケージ内での現地への直接進出は殆ど行われなかっ
た。同社の特徴は，イギリス国内，及びアメリカ内において，圧倒的なシェ
ァと価格支配力を誇っていた点にある。それぞれの保護関税下の市場での双
生児的成長は，多分にそのプライス・リーダーシップによる高価格政策によっ
て支えられていたが，不況期には逆に徹底した価格切下げを通じて，好況時
に新規参入した企業を淘汰する戦略もあわせもっていた。同社にとっては，
米・英における独占的地位の確保に脅威となる，ヨーロッパ企業の進出を制
限することが重要な課題であった。かくして，ヨーロッパ・リンケージにお
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ける国際カルテル形成は，対英進出や対米輸出を制限するための市場分割を
企図したものであり，同社の対ヨーロッパ進出は，かかる国際カルテルの基
盤を育成するための戦略的投資だったのである。しかし，こうした競争制限
指向的展開は，結果的には自らの経営の保守性を温存し，その組織の近代化
を阻む原因にもなった。
　これに対して，I　C　I社の場合には，1926年末の4社合同をへて以来，トッ
プ・マネジメントの集中・合理化や，製品別8事業部制への展開がみられる
など，組織の整備がいち早く進んだところに，他のイギリス企業に見られな
い特徴があった。これは主に，同社のアメリカ・リンケージを構成するデュ
ポン社の組織戦略に学ぶところが大きかった。しかし，I　C　I社の地域展開
は，このアメリカ・リンケージにおける協定を主軸に，部分的にはヨーロッ
パ・リンケージとしてのI　Gファルベンとの市場分割にも立脚して，帝国圏
を防遇することにあった。これはまた同時に，帝国圏内に生成してくる企業
や自治領政府の輸入代替政策に対抗して，現地化を進めることも意味してい
た。その意味では，市場分割をふまえた帝国圏内の展開は，その独占的地位
を強化したといえるのである。
　以上のように，これら3社の展開において，国際カルテルとの連繋は，市
場分割を通じて帝国圏や，場合によってはコートールズ社のように子会社市
場をも保護する目的をもっていた。その意味では，この時期のイギリス企業
による「多国籍」的展開は，イギリス帝国経済圏の独占的地位と領域確保を
基礎におきつつ，それをヨーロッパ企業との国際カルテルによって補強する
構造をとっていた点で，かなりの共通性をもっていたといってよい。このよ
うに見るならば，ナスバウムの問いはむしろ部分的だったというべきであろ
う。イギリス企業にとって，国際カルテルは補強的に作用したが，ヨーロッ
パ系・アメリカ系企業にとっては，イギリス帝国圏への「多国籍」的展開を
自制するための足枷ともなった。いずれも，世界恐慌下での競争を制限する
ことにその活路を見出そうとするものであったが，そのことによって「多国
籍」的展開によるリスクの分散にも，自ずと制限が生じることになった。そ
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め意味で，ブロック圏の枠をこえた「多国籍」企業の自由な展開には，イギ
リス的な競争制限的カルテルの打破という，アメリカ主導の政策追求が不可
欠となったのである（7〉。
　注
（1）拙稿，「世界恐慌下のUnileverの発展一危機における『多国籍』経営一」
　　『白鴎女子短大論集』第9巻3号，1984年3月。「世界恐慌下のI　C　Iの発展一
　一多角化と『多国籍』化に関連して一」『白鴎女子短大論集』第10巻1号（19
　　84年11月）。「戦間期におけるCourtauldsの発展一一イギリスにおける新産業
　　の発展と『多国籍』的展開の挫折をめぐって一」『白鴎女子短大論集』第14巻
　　1号（1989年8月）。
（2）Geoffrey　Jones，　‘Origins，management　and　performance’in　Bγ伽3h／ハ4％伽”α一
　　渉伽副3：g再8伽畠Mα％α86郷6寵㈱4P6げbγ形㈱06　（Gower，1986），ed．by　the　same
　　author．
（3）Helga　Nussbaum，‘Intemational　cartels　and　multmational　enterprises’，inル1％卜
　　勉醐o％αZ、E螂助りγづs6伽研3孟oγづoαZ　Pθ73ρθo云づッ6，ed．By　Ahce　Teichova，Maurice
　　Levy－Leboyer　and　Helga　Nussbaum　（Cambridge　U．P．，1986）pp．136－137。
　　なお，戦間期におけるカルテルー一般をめぐる問題として，Clemens　A．Wurm，‘ln－
　　temational　industrial　cartels，the　state　and　politics：Great　Britain　between　the
　　wars’in伍s渉07‘oαJ　S孟％4づ63伽1螂θ解α瓦o％αJ　Cαゆoγα診召B％s惚ε33，ed．by　Alice
　　Teichova，Maurlce　Levy－Leboyer　and　Helga　Nussbaumも参照のこと。
（4）本節をめぐっては，とりあえず，Board　of　Trade，XC148613，Soαμハ4α7g副％
　　0伽α裾Fα診3。を中心に参照した。
（5）本節に関連して，主にBoard　of　Trade，XC148755，Rの伽を参照した。
（6）本節に関連して，主にBoard　of　Trade，XC148613，、4伽廊；Board　of　Trade，
　　XC148755，1CH）卯傭Ag榴惚螂を参照した。これらの詳細な注については，
　　包括的論文の中で行いたい。
（7）拙稿，資料紹介「独禁法強化による市場解放要求問題一第二次大戦期のアメリ
　　カの対英通商政策をめぐって一」『白鴎大学論集』第4巻1号（1990年）をと
　　りあえず参照されたい。
一98一
